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2022年10－12月期ユーロ圏GDP成長率 辛うじてプラス成長を維持
ECBの利上げ継続と高いインフレ率が欧州景気の重荷に

（審査確認番号 2022 - TＢ240）

ユーロ圏GDP成長率は前期比0.1％増
欧州連合統計局が1月31日に発表した、2022年
10－12月期の実質GDP(域内総生産)成長率(速報
値)は前期比0.1％増(図表1)と事前予想の同0.1%
減を上回ったものの、7－9月期の同0.3％増から
伸び率は低下し、成長率の鈍化を示す結果となり
ました。市場ではマイナス成長になるとの見方が
優勢となっていましたが、各国が家計・企業向け
の支援策を実施したことなどにより、マイナス成
長を避けることができたとみられます。年率換算
した10－12月期のGDP成長率も前期比年率
0.5％増となり、7－9月期の同1.2％増から低下
しました。
2022年通年の実質GDP成長率は前年比3.5%増
と、コロナ禍からの反動で需要が急回復した
2021年の同5.3％増から伸び率が低下しました。
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとに
ニッセイアセットマネジメントが作成

図表１：ユーロ圏各国の実質GDP成長率の推移

GDP（国内総生産）とは？
Gross Domestic Productの略で、国内において一定期間内に新たに生産されたモノやサービスな
どの合計金額。その国の経済力の目安に用いられる。
前年同期や前期と比べ、どのくらい増加（減少）したのかを見ることで、国内の経済成長を推定す
ることが可能となる。ＧＤＰの増減率を％で表したものを『ＧＤＰ成長率』と呼ぶ。

図表２：ユーロ圏インフレ率の推移
欧州の景気低迷が続くとの見方が優勢
1日に発表予定の1月のユーロ圏消費者物価指数
(CPI)の市場予想は前年同月比＋8.9％と12月の
同＋9.2％から低下すると見込まれているものの、
ECB(欧州中央銀行)が目標とする同+2.0％を大き
く上回っています(図表2)。インフレを抑制する
ためにECBは、2022年7月以降合計で2.5%の利
上げを行っており、2日の会合でも0.5％の利上
げが行われるとの見方が強まっています。物価高
を受けて、小売売上高が足元では2カ月連続で対
前年比マイナスとなっており、個人消費の低迷は
欧州のGDPの下押し要因となると考えられます。
2022年10－12月期GDP成長率は7四半期連続
のプラス成長を維持したものの、市場ではECBに
よる利上げが続いていることや高いインフレが個
人消費や企業の生産活動の重荷となっているとの
意見も多く、当面の間、欧州の景気は低調に推移
するとの見方が強まっているようです。
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